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１．グローバルの不動産テック動向

中でも、米国と中国が牽引している

不動産テック企業に対するベンチャー投資額の地域別割合

出所：CB Insightsより作成

（2013年から2017年第1四半期までの累計）
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２．米国における不動産テック

米国では、現在1000以上の不動産テックサービスがある

出所：Inman News（2014年3月16日）より作成

米国における不動産市場プレイヤーの全体像
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２．米国不動産テックの背景・成長要因

米国で不動産テックが拡大している背景には、大きく4つの側面がある

テック企業・スタート
アップ支援体制

既存の不動産市場
の規模

データ環境の整備
（MLS、オープンデータ等）

ITの活用・普及、
ITに対する理解

米国における
不動産テックの興隆

IT人材・テック人材
の集積

データ・情報に対する
感度・捉え方

大都市を中心とした、
大規模な既存不動産市場

顧客、取引、データの豊富さ

不動産取引における積極活用
消費者／事業者、年代を問わ
ない

豊富なエンジニアやIT人材
テック系人材×不動産系人材

情報の公開・共有に対する捉え方
（住宅価格や学校の成績等）

利用・アクセス可能な
データや情報の整備

①不動産市場

②IT・テクノロジー ③データ・情報

④支援・育成
環境

不動産テックを専門とする
VC・アクセラレータやイベント等
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受付・案内
ロボット

運搬ロボット

顔認証による入退館管理

廊下にセンサ設置
（2-3m毎）

３．中国における不動産テック事例

中国では、スマートビルは実在し始めている

テンセント本社ビルにおいて導入されている、スマートビルソリューション

Screen Only 12
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３．中国不動産テックの背景・成長要因

日本とは大きく異なる、国・消費者・事業者の意識・考え方が、DXの原動力となっている

④自社最適から共創・
エコシステム志向へ

①国家戦略・国策
として推進

③アジャイル志向の
イノベーション

②消費者の高い受容性
中国における

不動産テックの興隆

国全体がサンドボックス

試行が先、規制は後

前向きな利用意向、
寛容なリスク許容度

モバイルを起点とした
利便性

小さなイノベーションから
スモール・スタート

新技術に積極的にトライ

ユーザ基盤やプラットフォーム
の開放

エコシステムに入った企業との
共栄
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６．最後に：不動産テック・DXの検討をするにあたって

米国や中国の不動産テックって
日本でも使えるの？
受け入れられるの？

各国の業界構造や商習慣などを
前提としているため、もちろんそのま
ま移植できるわけではない

よく言われる・聞かれること お答え・お伝えしたいこと

着眼点や考え方は示唆に富むもの
は多い（むしろそのような見方で捉
えるべき）

日本独自の事業構造が
障壁になるのでは？

必ずしも構造が変わらなくてはでき
ないものではない

日本の構造を前提としても、テック
ができること、介在する余地は大い
にある

不動産テックは
既存プレーヤーにとって競合する、
ヒトの仕事を奪うものでは？

米国の住宅仲介でも、あくまでエー
ジェント＝ヒトのビジネスであるという
認識は変わらない

むしろテックによって、顧客サービス
や業務の高度化が可能に
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